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◇ ３月定例議会閉会 ◇ 

 3月定例議会が、2月22日より3月17日までの日程で開会。子ども子育て新

支援制度に基づく保育料等を定める条例など、介護保険に関して介護保険料を規定

する条例など、平成 26 年度の補正予算、平成 27 年度の各予算、子ども子育て関

連の条例などの議案が市長より提案され、可決されました。 

◇ 平成 27年度予算について ◇ 

 平成27年度予算の

特徴は、新設小学校の

建設により一般会計

の規模が平成26年度

と比べて 17.8％、40

億 530 万円の増とな

ったことです。これに

伴い市債発行が膨らみ、28 億 8,310 万円（26年度当初は、11 億 5,940 万円）

となりました。小学校の適正な規模・配置や

良好な学習環境づくり、福祉の充実、都市基

盤整備はもちろん、

財政基盤について

も注意を払ってい

く必要があると考

えます。 
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◇ 歳入「市債と繰入金の増加」 ◇ 

歳入をみると、消費税引上げに伴う国からの交付金が 3億7,500万円増の 10億

940 万円となっています。

消費税率引上げ分は、4億

6,800 万円、社会保障施

策に充当しているとして

います。（対応額は、前頁 

表のようになっています。） 

「国県支出金」の増加し

た内容（表を参照くださ

い。）をみると、消費税引上

げにより実施された給付金事業 2 億 6,303 万円がなくなりましたが、国から学校

建設事業補助金が約 5 億 6,127 万円、生活保護費が約 10 億 655 万円（約 1 億

6,526万円増）を見込んでいること、そして県から新設保育所の整備補助金で 1億

1,119 万円の収入を見込んでいること、国県からの保育所などの運営で約６億

2,417万円（約3億5,095万円増）の収入が見込まれることによるものです。 

また、年度間の財政調整を行う基金（財政調整基金）から約 7 億 1,752 万円の

繰入金を計上しており、財政調整基金残高は、平成 27年度末で約7億84万円を

見込んでいます。 

◇ 平成 27年度の歳出をみると… ◇ 

教育費では、「地域の生涯学習やまちづくりの拠点にもなる学校施設」を基本的な

方針として、平成28年4月1日開校に向けた「下新倉小学校」の建設がスタート

しています。（和光市ホームページで工事の進捗状況がみることができます。）学校

には、図書館分館、保育クラブ、児童館が併設されるとともに、一部施設の開放（学

校で使用していない時）が予定されています。学校としての機能はもちろん、地域

の交流、学習に大いに役割発揮を期待するものです。（建設事業、工事監理、学校備
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品整備などで、平成 27年度予算は、39億3,024万8千円となっています。） 

民生費では、白子3丁目の保育園新設整備費が計上されており、建設整備の財源

のうち、国県補助金が 1億 1,143万 6千円、市負担が 1,604万8千円で予算額

1億 2,748万4千円、それに事業者の負担とで新設整備されます。 

◇ 平成 27年度予算の実態はどうか？ ◇ 

財政運営では、一般会計と特別会計との間でやり繰りがあります。平成 27 年度

でみると、一般会計の歳入歳出は、268億899万9千円です。しかし、特別会計

への「法定」や「財源補てん的」な操出金があり、一般会計の正味の歳出額は、251

億 5,256万 8千円となります。さらに、後期高齢者医療広域連合への負担金 4億

1,132万9千円もあり、一般会計の歳出に充てられる財源は低くなります。行財政

運営に関して、このようなやり繰りについても把握、注視していくことが重要です。 

現実の歳入歳

出であり把握

が必要!! 
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◇ 平成 26年度の補正予算から ◇ 

3月定例議会では、平成 26年度の補正予算も提案され、可決されました。 

主な歳入では、地方創生事業として地方版総合戦略計画の作成のための人口動態

等調査業務１，０００万円、プレミアム付商品券支援事業８，０００万円などで約

１億１，０００万円が国県から交付されます。実際の事業は、商工費として平成２

７年度に行われます。このため、繰越の手続きを補正予算であわせて行っています。 

さらに歳入で、西大和団地再生事業に関して旧消防庁舎用地（以前は、水道庁舎）

とひろさわ保育園用地をＵＲ都市機構へ売却し、補正予算で財産売払い収入として

旧消防庁舎用地分の約 3 億 1,977 万円が計上されました。なお、ひろさわ保育園

用地分は約 2 億 919 万円ですが、新たに建設される西大和団地の建物内へ広沢保

育園が移転した後に支払われるとしています。 

土木費では、集中豪雨に対する対策として、３箇所の大雨雨水排水対策の設計と

工事の予算が計上され、平成２７年度の梅雨前までに工事を完了したいとしていま

す。実際の工事は平成２７年度となるため繰越の手続きが行われています。 

◇「子ども子育て支援」と「第 6期介護保険」◇ 

 この議会では、保育園の保育料、第 6期介護保険料が見直されました。保育料は、

平均で約 6,000 円、最大 21,200 円の引上げですが、低所得世帯への助成措置が

設けられ、また、新規入園者を除いて、前年度より上昇額が 10,000円を超える世

帯は 10,000円を超える部分への助成措置が設けられます（期限があります）。 

 介護保険では、保険料の月額基準額を 4,228円へ（現行、4,150円）、保険料の

所得段階設定を 10 段階から 13 段階へと見直すこととなりました。従来の要支援

事業については、市独自の給付として行うとしています。 


